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要旨：長周期地震動下において塑性化する RC 造建物の限界性能を把握するため，E-Defense において 20 層

RC 造フレーム建物 1/4 縮小試験体の震動台実験が行われた。本研究では，長周期地震動に対する RC 造建物

の安全性を検討する上で必要となる地震応答解析手法の妥当性を検証するため，当該建物の事前解析を行い，

震動台実験から得られたデータとの比較を行った。現行の設計クライテリア（最大層間変形角で 0.01rad.程度）

に対しては，慣行の地震応答解析手法で試験体挙動を十分に追跡できたが，設計クライテリアを超える大変

形領域では解析結果と実験結果との差が顕著であり，事前解析によって実験結果を十分に評価することがで

きなかった。 
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1. はじめに 

 近年，長周期地震動の発生が懸念されているが，長時

間にわたる長周期の外力下で塑性化する超高層建物の限

界性能についてはいまだ不明な点が多い。2011 年 3 月 11

日に発生した東北地方太平洋沖地震においても，長周期

成分が遠方で観測されるとともに，超高層建物に大きな

影響を与えており，長周期地震動に対する建物の安全性

検証方法を検討することが急務であると再確認された。 

 また，超高層建物の動的挙動に関しては，起振器実験

や遠心力振動台実験 1)による実験的検討も若干数行われ

てはいるが，実験環境や予算等の制約からほとんどの場

合解析的検討によって安全性を確認するにとどまってい

るのが現状である。そこで，長周期地震動を受ける多層

骨組架構の動的挙動を実験的に確認し，限界性能を明確

にするため，超高層 RC 造建物を模擬した 20 層 RC 造フ

レーム 1/4 縮小試験体 2）の震動台実験が行われた。 

 本研究では，震動台実験に先駆けて当該建物の事前解

析を行い，実験から得られたデータと比較することで，

現在一般的に用いられている地震応答解析手法の妥当性

の検証を行った。 

 

2. 解析モデルの概要 

 解析対象試験体は，階高が 0.75ｍ，建物高さが 15.8ｍ

（スタブ高さ 0.8ｍ）であり，1/4 スケールに縮小した 20

層 RC 造フレームである。長辺方向（X 方向）が 3 スパ

ン，短辺方向（Y 方向）が 2 スパンの長方形平面であり，

スパン長さは X，Y 方向共に 1.625ｍである。また，試験

体には相似則を考慮して各層 125kN（計 2,500kN）のお

もりが設置されている。図－1 に解析対象試験体の平面

（基準階伏図）および立面（X 方向）を示す。 

 解析には市販の三次元弾塑性解析プログラム

（SNAP3））を用いた。解析モデルは，試験体の寸法，配

筋および材料試験結果等を考慮して作成した。このとき，

部材の剛性や耐力は，文献 4）に準じて値を設定した。

柱と梁は断面の重心を通る線材とし，柱梁接合部には剛

域を設定した。柱部材について，曲げはマルチスプリン

グモデルで，せん断は弾性とした。梁について，曲げは
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図－1 解析対象試験体 
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表－1 解析モデルおよび試験体の固有周期 
固有周期（sec.） 

 
解析結果 試験体計測結果 

1 次 0.495 0.508 
X 方向

2 次 0.160 0.158 

1 次 0.552 0.561 
Y 方向

2 次 0.172 0.169 

 

履歴則を武田モデルとした材端バネで，せん断は弾性と

した。マルチスプリングモデルでは細分化された断面を

軸方向バネに置換し，鉄筋とコンクリートの材料特性を

与えた。また，梁の剛性および耐力を設定する際，スラ

ブ協力幅を 0.1L（L：スパン長）として値を算出した。

各層剛床を仮定し，おもりを含めた重量は床全面に均等

分布するものと仮定して山型等分布荷重を設定した。な

お，試験体の 13 階柱は柱脚と柱頭をロードセルで接続し

ているが，ロードセルを考慮せずに RC 柱としてモデル

化した。 

 作成したモデルについて固有値解析を行い，実験直前

に計測された試験体の固有周期と比較した。表－1 に示

すように，解析モデルおよび試験体の固有周期が同程度

であり，解析モデルが妥当であると判断した。 

 また，固有値を求める加振実験において，1 次に対し

て 2%程度の粘性減衰があったことから，事前解析での

減衰を 2%瞬間剛性比例型として設定した。 

 

3. 静的非線形荷重増分解析 

 SNAP を使用して，弾塑性 1 次モード比例の外力分布

を用いた MAP 解析 5）を行った。MAP 解析は，第 1 ステ

ップの変位分布をモードベクトル形となるよう決定し，

それ以降のステップを前ステップまでに得られた累積水

平変位分布を維持するように決定する解析方法である。

制御方法はベースシア係数による自動制御とした。MAP

解析より得られた各層のせん断力と層間変形の関係を用

いて等価 1 自由度系への縮約 6）を行った。式（1）およ

び式（2）を用いて 1 次の応答加速度 aS1 と応答変位 dS1

を算出した。後述の図－10 に得られた結果から作成した

Sa－Sd 関係（Capacity Spectrum）を示す。 
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ここに， im ：i層の質量， i1 ：i層の 1 層床位置に対

する相対変位（MAP 解析値）， BQ1 ：1 層の層せん断力

（MAP 解析値）， iP1 ：i層における外力（MAP 解析値） 

 

4. 地震応答解析 

4.1 解析手法 

地震動は，2011 年 3 月 11 日に東京都において観測さ

れた地震動（以下，0311 東京と略記）および東海・東南

海・南海地震の三連動地震 7)を想定して作成された模擬

波の 0.4sec.以下の短周期成分を低減したもの（以下，

AIC-003 と略記）を使用し，試験体の縮小スケールに伴

い相似則を考慮して，上記の地震動波形から時間軸を 1/2

倍したものを入力した。0311 東京は X，Y，Z（鉛直方

向）の 3 方向へ入力し，AIC-003 は X 方向のみの入力と

した。入力倍率をパラメータとして，0311 東京の 100%，

200%，300%，AIC-003 の 150%，200%という順で応答が

小さいものから入力を行った。なお，0311 東京の 200%

および 300%について，Y，Z の 2 方向は倍率 100%とし

た。図－2 に 0311 東京（100%）の X 方向および AIC-003

（100%）の加速度波形を示す。図－3 に各地震波の加速

度応答スペクトル（減衰定数 h=2%）を示し，表－2 に各

地震波の入力倍率および最大加速度を示す。また，実験

時における各地震動入力による剛性変化を考慮するため，

2回目以降の地震応答解析において 2連続解析を行った。

すなわち，0311 東京の 200%を入力する際には，0311 東

京の 100%と加速度 0cm/sec.2（100sec.）を付加した加速

度波形を作成し，これを先に入力した。 
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図－3 入力地震動の加速度応答スペクトル（h=2%）
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  図－2 入力地震動の時刻歴加速度波形 

表－2 地震波の最大加速度 

最大加速度 (cm/sec.2) 
入力地震波 倍率 

X 方向 Y 方向 Z 方向 

100% 62.6 69.3 38.6 
200% 125.2 69.3 38.6 0311 東京 

300% 187.8 69.3 38.6 

150% 136.2 ― ― 
AIC-003 

200% 181.7 ― ― 

-50-



4.2 解析結果 

 実験では 3 方向地震動入力であるが，各入力段階にお

いて X 方向のみの地震動を漸増させていることから，解

析の考察も X 方向のみを対象とした。図－4 に各地震動

における（a）最大層間変形角，（b）最大相対変位および

（c）最大層せん断力を示し，図－5 に塑性ヒンジ状況図

を示す。なお，塑性ヒンジ状況図は実際の試験体におい

て主筋にひずみゲージが貼られている Y1 構面のものと

し，○印は塑性ヒンジ，灰色はひずみゲージが貼られて

いる部材を示している。0311 東京の 200%を入力した場

合，梁に塑性ヒンジが生成され，中層部の層間変形が大

きくなっている。また，最大応答層間変形角については，

AIC-003 の 150%を入力した場合は 0.01rad.程度であり，

AIC-003 の 200%を入力した場合は 0.01rad.を大きく超え

る結果となっている。柱については，いずれの地震動を

用いても塑性ヒンジが生成されなかったことから，解析

モデル建物は梁先行降伏型であることを確認した。 

4.3 等価 1 自由度系縮約（動的縮約） 

 得られた解析結果を用いて，各地震動における応答を

文献 5）に準じて等価 1 自由度系へ縮約した。 

 地震応答解析結果に基づき，式(3)および(4)を用いて等

価 1自由系における時刻 tでの代表変位 )(1 t および応答

加速度 )(1 tSa を算出した。式(3)中の 1 次刺激関数 iu11 

の値は式(5)を用いて算出する。具体的には，式(3)および

(4)により縮約した等価 1自由度系の最大応答変位に相当

する MAP 解析結果の荷重ステップを求め，そのステッ

プでの iu11  を式(5)により評価する。なお，最初は等価

1 自由度系が得られていないので，多自由度系における

任意の層の最大応答変形に相当する MAP 解析結果の荷
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図－4 事前解析の最大応答分布 

（上：0311 東京，下：AIC-003） 
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図－5 塑性ヒンジ状況図（解析） 
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図－6 縮約結果（解析） 

-51-



重ステップでの  u11 を仮定して縮約し，その後 1，2

回同様の手順を繰り返し，試行錯誤的に  u11 を求める

ものとした 5）。図－6 に，各地震動における応答を等価 1

自由度系へ縮約した結果を示す。 
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ここに， )(ti ：時刻 tにおける i層床位置に対する相

対変位， )(tPi ：時刻 tにおける i層の外力， )(1 ti =1･1ui･

1(t) 

 

5. 事前解析と実験結果の比較 

5.1 震動台実験結果 

 震動台実験は，防災科学技術研究所の実大三次元振動

破壊実験施設「E－ディフェンス」にて実施された。加

速度レベルの小さい調整加震や特性把握加震を除く主要

な地震動の入力手順は 4.1 節に示す解析と同様である。 

 20 層 RC 造フレーム 1/4 試験体（計 1 体）の震動台実

験における応答結果を示す。図－7 に Y1 構面の塑性ヒ

ンジ状況図を示し，後述の図－9 に各地震動における最

大層間変形角，最大相対変位および最大層せん断力を示

す。実験時における塑性ヒンジ生成の定義は，主筋のひ

ずみが材料試験による降伏強度をヤング係数で除した値

を超えた場合とした。なお，変位およびせん断力は計測

加速度から求めた値を用いており，変位の算出方法は計

測加速度を周波数領域で 2 階積分し，長周期成分（周波

数領域で 0.4Hz 以下）をカットする方法を用いた。また，

図－8 に事前解析と同様，得られた実験結果を用いて各

地震動における応答を等価 1 自由系へ縮約したものを示

す。ただし，実験結果における参照モード系（1 次モー

ド）は第 3 章で得られた MAP 解析結果を基に評価した。 

 図－7 より，0311 東京の 100%入力時に，梁に先行し

て 20 層柱が塑性ヒンジを生成することを確認した。梁の

塑性ヒンジは，0311 東京 200%入力時に 6 層で初めて生

成された。図－9 より，0311 東京の 300%入力時に最大

層間変形角が 0.01rad.を超え，AIC-003 の 150%入力時に

最大層間変形角が 0.015rad.を超えることを確認した。ま

た，AIC-003 の 200%入力時の最大層間変形角は 0.02rad.

を大きく超え，8 層目で 0.028rad.を示した。 
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図－7 塑性ヒンジ状況図（実験） 
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図－8 縮約結果（実験） 
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 なお，事前解析と震動台実験の入力地震動が概ね一致

していることを確認した上で以下の比較を行った。 

5.2 各層の最大応答値および塑性ヒンジ状況による比較 

 図－9 に実験結果から得られた各層の最大層間変形角，

最大相対変位および最大層間変形角を解析結果とともに

示す。図－5 および 7 の塑性ヒンジ状況の比較および図

－9 より，0311 東京の 100%および 200%を入力した場合，

最大層間変形角，最大相対変位および最大層せん断力は，

事前解析によって実験値を概ね良好に評価できたが，

200%のヒンジ生成状況は，適切な評価ができなかった。

事前解析では下層部から中層部にかけて梁に多くの塑性

ヒンジが生成しており，柱には塑性ヒンジが生成してい

ないが，実験では 1 本の梁および 3 本の柱脚部にのみ塑

性ヒンジが生成しており，塑性化の進展度合いに大きな

違いが見られた。 

 0311 東京の 300%および AIC-003 の 150%，200%を入

力した場合，最大層間変形角，最大相対変位および最大

層せん断力のいずれについても事前解析が実験値に対し

て過小評価する結果となっており，解析の仮定およびモ

デル化に問題があったものと考えられる。 

 以上の結果は，高層評定等で採用されている現行の設

計クライテリア（最大層間変形角で 0.01rad.程度）を超

える地震動を想定した場合，慣用されている解析手法で

は精度良い応答予測ができない可能性があることを示唆

している。 

5.3 等価 1 自由系への縮約結果による比較 

 図－6 および 8 の縮約結果の比較において，0311 東京

の 200%までは事前解析によって実験値を概ね良好に評

価できた。しかし，0311 東京の 300%以降では応答履歴

について曲線の描き方が異なっており，実験値の方が事

前解析結果よりもエネルギーを吸収しないものとなって

いる。そのため，実験では事前解析よりも大きく変形し

て，剛性が低下していると推測できる。 

 以上より，解析モデルにおける復元力モデルが評価精

度を改善する検討項目の一つと考えられる。 

5.4 Capacity Spectrum および実験における縮約結果の

最大応答値の比較 

 図－10 に事前解析による MAP 解析結果を縮約した

Capacity Spectrum および実験における等価 1 自由度系縮

約結果の各最大応答点を示す。なお，図中の○および■

印はそれぞれ解析および実験結果の最大応答点を示して

いる。 

 0311 東京の 100%および 200%を入力した場合，解析お

よび実験結果の最大応答点がそれぞれ重なる位置にプロ

ットされている。5.2 節における各層の最大応答値の比較

も事前解析によって実験値を概ね良好に評価できている

ことも踏まえ，図－10 に示す現行の設計範囲内である弾

性域では，慣行の解析手法で試験体挙動を十分に追跡す

20

15

10

5

0

S
to

ry

0.0040.0020.000

Story Drift Angle (rad.)

東京100%

0.0080.0040.000

Story Drift Angle (rad.)

東京200%

0.0100.0050.000

Story Drift Angle (rad.)

東京300%

0.0150.0100.0050.000

Story Drift Angle (rad.)

AIC150%

0.030.020.010.00

Story Drift Angle (rad.)

AIC200%

(a) 最大層間変形角 
20

15

10

5

0

S
to

ry

40200

Relative Displacement

東京100%

(mm)

80400

Relative Displacement

(mm)

東京200%

12080400

Relative Displacement

東京300%

(mm)

150100500

Relative Displacement

AIC150%

(mm)

2001000

Relative Displacement

AIC200%

(mm)

(b) 最大相対変位 
20

15

10

5

0

S
to

ry

8004000

Story Shear (kN)

東京100%

10005000

Story Shear (kN)

東京200%

12008004000

Story Shear (kN)

東京300%

150010005000

Story Shear (kN)

AIC150%

150010005000

Story Shear (kN)

AIC200%

(c) 最大層せん断力 

図－9 最大分布における実験と解析の比較 
 Analysis     Experiment

-53-



ることができたと推察される。しかし，0311 東京の 300%

以降における地震動では，解析および実験結果の最大応

答点はどれも一致しておらず，現行の設計範囲を超える

弾塑性域では，解析結果と実験結果との差が顕著であり，

事前解析によって実験結果を十分に評価できていないこ

とが確認できた。 

 以上のことより，0311 東京の 300%以降での地震動に

おける最大応答点について，変位，加速度ともに実験値

が事前解析のものと比べて大きい値を示しているため，

解析モデルにおける部材の耐力向上および剛性低下率を

検討する必要があると考えられる。 

6. まとめ 

 超高層 RC 造建物を模擬した 20 層 RC 造フレーム建物

1/4 縮小試験体について震動台実験および地震応答解析

を行った。実験から得られたデータと解析結果を比較す

ることで，応答解析手法の妥当性を検証した。 

 得られた知見を以下に示す。 

1） 0311 東京の 100%，200%を入力した場合，最大層間

変形角，最大相対変位および最大層せん断力につい

てはいずれも事前解析によって実験結果を良好に評

価できた。しかし，200%入力時について，事前解析

では梁降伏先行型を示し中層部に多くの塑性ヒンジ

を生成していたことに対して，実験における塑性ヒ

ンジ生成状況は，梁が 1 箇所，柱が 3 箇所であり，

塑性化の進展度合いに大きな違いが見られた。 

2） 0311 東京の 300％および AIC-003 の 150％，200％を

入力した場合，最大層間変形角，最大相対変位およ

び最大層せん断力は事前解析と実験結果で大きく異

なり，いずれの入力地震動でも実験結果に対して事

前解析が過小評価する結果となった。 

3） 事前解析と実験結果を等価 1 自由度系に縮約したも

ので比較すると，最大応答点について，0311 東京の

100%および 200%は良好に評価できたが，0311 東京

の 300%および AIC-003 の 150%，200%は大きく異

なり，実験結果が事前解析に比べてより大きな値を

示した。また，履歴性状については，全ての入力地

震動に共通した違いが見られ，事前解析に比べて実

験結果はエネルギー吸収が少なく，履歴曲線の描き

方に大きな差が見られた。 

 以上より，弾性範囲については現行の地震応答評価手

法で概ね良好な評価が可能であるが，それ以降について

は精度良い評価はできなかった。その要因として挙げら

れる項目は，試験体に設置されているおもりの作用，梁

耐力算出時のスラブ協力幅，梁の剛性低下率，復元力特

性の履歴則であると推察される。 

 今後は上記の項目を対象としてパラメトリック解析を

行い，解析結果と実験結果が適合しない要因を解明し，

実験結果を良好に評価できる解析モデルの作成に向けて

研究を進める予定である。 
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図－10 縮約結果と Capacity Spectrum 
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